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本検討の位置づけ

世界的に地球温暖化による気候変動が深刻化しており、2050年カーボンニュートラル社会
に向けた取り組みが求められている。一方でエネルギーは生活を支えている必需品であることか
ら、欠かすことなく安定的に供給する必要がある。
そのため、石油産業では現在の原油処理から将来のカーボンニュートラルエネルギー供給まで

の長期にわたるトランジション過程においても、常にエネルギ-の脱炭素化と安定供給を両立し
なければならない。
このような状況に鑑み、本検討では2030年のトランジションおよびその延長線上の2050年

のカーボンニュートラルに向けて、製油所の転換シナリオを作成し、必要となる技術を明確にし
た。そして、これを基に製油所転換に向けて取り組みうる技術開発について検討した。

⚫ 製油所転換シナリオ作成と取り組みうる技術開発の提案
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製油所転換シナリオ検討
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カーボンニュートラル社会に向けた転換シナリオ：3つのステージ

2022年現在

ステージ3：カーボンニュートラルエネルギー製造による
CO2排出ゼロ （対象：Scope1,2,3）

➢ カーボンニュートラルエネルギーセンター

ステージ1：製油所CO2削減（対象：Scope1,2）

➢ 各種技術：省エネ、CO2フリー水素利用、CCS等

2050年以降

ステージ２：脱炭素化燃料製造転換によるCO2削減
(対象：Scope1,2,3)
➢ 脱炭素化燃料の製造拡大/原油処理による需給バランス調整

Copyright © 2022 Japan Petroleum Energy Center All Rights Reserved.

●カーボンニュートラル社会に向けた転換シナリオを考えるために以下3つのステージで検討する。
➢ ステージ１：製油所自体のCO2削減策として、適用可能な技術をリストアップし、CO2削減効果（Scope

１,２）と課題を検討
➢ ステージ２：製油所での脱炭素化燃料製造拡大と原油による需給バランス調整が必要なトランジション段

階の対策について、使用時も含むCO2削減効果（Scope1,2,3）と課題を検討
➢ ステージ３：石油産業としてのカーボンニュートラル将来像をイメージし、ステージ1、２の結果も踏まえて、

製油所の転換シナリオを考察する
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ステージ１、２における検討方法概略：製油所モデルによる計算

令和3年度燃料安定供給対策に関する調査事業(製油所の競争力に係る技術動向に関する調査)

製油所CO2排出量計算値：35百万トン
2020年生産量想定はNexant調査



0 -

①-Ａ 製油所全体の省エネルギー(全体の省エネ3%) 2

①-Ｂ 常圧蒸留装置周りの汚れ制御(常圧蒸留装置の省エネ25%) 5

①-Ｃ FCCのコークス制御(FCC装置の省エネ10%) 3

② 100％LNG※２ 4 燃料の低炭素化 ・効果≪コスト

③-Ａ 電力のみ再生可能電力100% 
※２ 3

③-Ｂ 燃料も含め全て再生可能電力100% 56

➃ 再生可能電力による電解水素製造またはグリーン水素輸入100% 17 グリーン水素導入
・投資コスト

・輸送コスト

⑤-Ａ 水素製造時に分離されるCO2のみ回収 10

⑤-Ｂ 水素製造時に分離されるCO2+燃焼排ガスからCO2を10%回収 19

⑤-Ｃ 水素製造時に分離されるCO2+燃焼排ガスからCO2を50%回収 56

※１：個々の対策における削減率は、理想的な数値(技術的困難さや設備投資等の経済性は考慮せず)

※２：製油所ガスの対応要

実現上の課題

エネルギー効率

・効果≪コスト

・運転制約の

　緩和見直し

(要安全確認)

再生可能電力
・効果≪コスト

・電源安定化

CCS導入

・投資コスト

・低濃度CO2

　回収技術

個別対策毎のCO2削減率比較※1

個別対策項目
CO2削減率

(％)
分類

ベース
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◆ ステージ１（Scope1,２）でのCO2削減に課題あり
⚫ 製油所自社CO2排出分（Scope1,２）について、数十％の大幅削減を達成するためにはグリーン水素

やCCS等の対策が必要。しかしこれら技術は本格的導入時期が2030年以降とされることから、2030年
に向けた主たる対応にはなりえない

将来技術に
よる対応

転換シナリオ検討 ３つのステージ：ステージ１

評価項目：①エネルギー効率向上、②燃料の低炭素化、③再生電力への転換、➃グリーン水素導入、⑤CCS導入



⚫ 2030年時点を想定し、CO2削減に向けて製油所で脱炭素化原料を部分的に処理し、脱炭
素化燃料を製造したときのScope1,2,3のCO2排出量への影響を検討した

以下の2ケースのCO2排出量を試算し比較することで脱炭素化燃料製造の効果を評価
➢ 原油処理ベースケース（2030年：Nexant需要想定）
➢ 廃食油処理ケース ※軽油脱硫装置のフィード量の40%相当を想定した。

（廃食油処理量1,800万トンに相当し、廃食油だけでは国内で調達できない。後述参照）
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   H2S Coke as Fuel
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石化用リフォーメイト

ベンゼン
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ＬＰＧ

石化用ナフサ
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溶融硫黄

ナフサ
脱硫
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脱硫
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改質
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蒸留
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アルキレー
ション

ジェット燃料
灯油脱硫

灯油

軽油脱硫
軽油

石化用LPG

分解ガソリン
脱硫減圧軽油

脱硫 接触分解

Ａ重油

残油脱硫
低硫黄Ｃ重油
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アスファルト

   H2S

原油

廃食油等
バイオマス熱分解油

廃プラ熱分解油
E-fuel

製品

【製油所モデル】

転換シナリオ検討 ３つのステージ：ステージ2
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◆ ステージ２（Scope1,２,３）でのCO2削減効果は大きい
⚫ 製造時の水素消費量増加に伴うCO2排出量（Scope1,２）は増加。精製・使用時トータルでのCO2

排出量（Scope1,２,３）は大幅削減が可能

➢ 精製工程CO2増加量(Scope1,2)：6百万トン増
➢ 製品燃焼によるCO2削減量(Scope3)：42百万トン減
➢ 全体CO2増加量(Scope１,２,3)：36百万トン減※1

転換シナリオ検討 ３つのステージ：ステージ２

◆ ステージ2の検討（廃食油1,800万トンを原料とした脱炭素化燃料製造）における
Scope１,２,3のCO2削減効果は、ステージ1における製油所CO2排出全量と同程度

⇨ 脱炭素化燃料製造によるCO2削減効果は大きい
◆課題として精製時の水素使用量の増加対応、それに伴う精製時のCO2増加、脱炭素化原

料量の確保等が挙げられる

※1：ステージ1での個別対策毎のCO2削減率と比較すると106％削減に相当



2025対策技術　／　年度

【ステージ1】

製油所CO2削減

(Scope1,2)

省エネ対策強化等

将来技術適用
・CO2フリー水素利用、CCS等

2030 2040 2050

【ステージ2】

脱炭素化燃料

製造転換による

CO2削減

(Scope1,2,3) 脱炭素化燃料

製造導入

（第2世代）バイオ燃料

【液体燃料

転換イメージ】

原油処理から脱炭素

化燃料製造転換へ

原油処理
脱炭素化燃料

（第3世代）バイオ燃料

廃プラリサイクル油

合成燃料

（廃食油等脂肪酸系、ATJ等）

（藻類、リグニン油等）
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ステージ1，2からのシナリオ方向性まとめ

⚫ ステージ1（Scope1,2）でのCO2削減は将来技術であるCO2フリー水素利用やCCSの導入が大
幅削減策として効果あり

⚫ ステージ2（Scope1,2,3）でのCO2削減効果が大きい
⚫ 以上のことから、脱炭素化燃料製造がカーボンニュートラル社会に向けた対策として効果的であり、そ

のための技術開発が必要。また製油所CO2削減策はCO2フリー水素、CCS導入が可能になった時
点での対応が費用対効果の観点から有効

図 ステージ1、２における製油所の対策技術の時間軸イメージ（まとめ）

⚫ 製油所CO2削減策とし
て効果の高いCO2フリー
水素利用とCCSはいず
れも本格導入は2030
年以降

⚫ 脱炭素化燃料製造とし
て廃食油等の脂肪酸系
原料による対応は較的
早期の対応が期待でき
る。また欧州ではこの製
油所転換が進展中。

⚫ 2030年以降については
第3世代と呼ばれる藻
類バイオ、廃プラリサイク
ル油等、および合成燃
料の拡大に期待
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転換シナリオ ３つのステージ：ステージ3

◆ ステージ３では石油産業全体として多様なカーボンニュートラルエネルギー源を取り扱うカー
ボンニュートラルエネルギーセンターを想定

◆ その中で脱炭素化燃料製造を中心とした製油所転換は石油産業のカーボンニュートラル化
の主要な役割となる

石油産業の将来ビジョン：カーボンニュートラルエネルギーセンター

ステージ3：カーボンニュートラル
エネルギー製造によるCO2排出ゼロ
（対象：Scope1,2,3）
➢ カーボンニュートラルエネルギーセンター

ステージ1：製油所CO2削減
（対象：Scope1,2）
➢ 製油所の高効率化、省エネ、CO2削減技術の促進

➢ 2030年以降のCO2フリー水素利用、
CCS対応

ステージ２：脱炭素化燃料製造
転換によるCO2削減
(対象：Scope1,2,3)
➢ 脱炭素化燃料の製造拡大/原油処理

による需給バランス調整



【ステージ3】

カーボンニュートラル

エネルギー製造

(Scope1,2,3)

2025

カーボンニュートラル

エネルギー導入

対策技術　／　年度

【ステージ1】

製油所CO2削減

(Scope1,2)

省エネ対策強化等

将来技術適用
・CO2フリー水素利用、CCS等

2030 2040 2050

【ステージ2】

脱炭素化燃料

製造転換による

CO2削減

(Scope1,2,3) 脱炭素化燃料

製造導入

（第2世代）バイオ燃料

【液体燃料

転換イメージ】

原油処理から脱炭素

化燃料製造転換へ

原油処理
脱炭素化燃料

（第3世代）バイオ燃料

廃プラリサイクル油

合成燃料

再エネ電力

CO2フリー水素・アンモニア

（廃食油等脂肪酸系、ATJ等）

（藻類、リグニン油等）

グリーンLPG
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製油所転換シナリオ まとめ

◆製油所は、液体燃料の脱炭素化と需要量減に対応して、その廃止を含めてカーボンニュート
ラルエネルギー製造のハブへ転換（カーボンニュートラルエネルギーセンターへ）

◆液体燃料製造を継続する製油所においては脱炭素化燃料製造の技術開発を行い、早期
の脱炭素化燃料製造開始と拡大を目指す。製油所自体のCO2削減は大幅な削減効果を
持つCO2フリー水素利用やCCSの導入が可能になる時期に対応

⇨ 費用対効果のみならず、社会全体のカーボンニュートラル化にとっても有効かつ効果的

石油産業の将来ビジョン：
カーボンニュートラルエネルギーセンター
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製油所転換に向けて取り組みうる
技術開発
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⚫ 戦略企画研究会・高度利用技術研究会等で製油所転換の進め方について議論
• 脱炭素化燃料を製造するに際し、製油所処理の具体的イメージを共有する
• 必要となる個別技術を明確化して、技術開発を進める
• 製油所転換を考える上で、調達できる脱炭素化原料量が不十分
• 原料の確保から製品供給までのサプライチェーン全体で課題を明確し、解決する必要

がある。
• 製油所転換に向けて実証試験を行うなど、まず第一歩を踏み出すことが必要

トランジション先導モデルとその検討の方向性

⚫製油所転換を促進するプロジェクトとして「トランジション先導モデ
ル」を進めることを提案する

1. 脱炭素化原料の確保に関する調査
• 脱炭素化原料の賦存量
• サプライチェーンの構築

2. 脱炭素化燃料製造の技術開発
• 油化技術
• 前処理技術
• 製油所処理技術

3. 製油所での脱炭素化燃料製造の実証
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◆持続可能な航空燃料（SAF）の国内需要量推定

1.脱炭素化原料の確保

2025年頃 2030年 2050年現在

2030年必要量 140万※1 ～171万 ㎘※２

2050年必要量 2,300万kL※3

見込み量
118万 ㎘※1

導入公表分（2025年～2027年頃）

・ENEOS：40 万㎘(HEFA)

・出光： 10 万㎘(ATJ)
・コスモ： 22 万㎘(ATJ)/3万㎘(H)
・ユーグレナ:25 万㎘
合計 97 万㎘

97 万㎘

※1：第2回SAFの導入促進に向けた官民協議会（METI資料）
※2：第2回SAFの導入促進に向けた官民協議会（国交省資料）
※3：第2回SAFの導入促進に向けた官民協議会（METI資料）

第1世代

•第2世代バイ
オ原料に加え、
第3世代バイ
オ原料も利用

•2040年頃
合 成 燃 料 も
利用可能

ターゲット 国内外 ポテンシャル SAF原料分類

国内

海外

国内

海外

国内

海外

廃食油 国内 38万t/年

食品廃棄物

油
国内 3,600t/年

国内 575万t/年

国内 50万t/年

海外 450万t/年

第3世代

第2世代

第3世代

第2世代

廃タイヤ

廃

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク

油

廃棄

物系

分類

160万t/年

リグニンとして

1億t/年

国内未利用材

773万t/年

粗トール油

リグニン油

木質分解油
（間伐材等）

非可

食系

バ

イ

オ

マ

ス

油

廃プラスチック

• 現状、SAFの必要量（見込み）に対して2030年段階でも国内供給量は不足
• 廃食油等の脂肪酸系、バイオエタノール（ATJ）などの第2世代原料に加え、リグニン油などの処理の難

しい第3世代原料利用が必要
• 廃プラリサイクル油については混合プラスチック処理が必要



SAF原料分類 分類 ターゲット 油化技術

第2世代
バ
イ
オ
マ
ス
油

非可食系 粗トール油 エステル化

廃棄物系
廃食油 遊離酸除去

(油収集)食品廃棄物油

第3世代

非可食系

リグニン油
熱分解、加溶媒熱分解

等

木質分解油
(間伐材等)

熱分解、水熱分解等

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
油

廃プラスチック
熱分解、加溶媒熱分解

等

廃タイヤ 熱分解
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2.脱炭素燃料製造の技術開発：油化技術

15

⚫ 第1世代脱炭素化原料から第2、第3世代になるほど、処理が困難となる。

SAF原料分類（TOPSOE（2022年ETRC資料より））
第1世代：バージンオイル / 第2世代：廃食油、油脂 / 第3世代：固体バイオマス廃棄物、
低間接的土地利用変化、輪作作物等（藻類、ひまし油）、カーボン循環（廃プラ、廃タイヤ）
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2.脱炭素燃料製造の技術開発：前処理技術

遊離酸
不純物

例：脱塩素触媒

脱炭素化原料油

油化技術

前
処
理
技
術

脱炭素化原料油

⚫ 製油所の装置や稼働に悪影響を及ぼす遊離酸や不純物を除去するために前処
理が重要である。

不純物；ハロゲン、アルカリ、金属、P,N、重合前駆体

出所；BASF(ERTC2022)
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2.脱炭素化燃料製造の技術開発：製油所処理技術

⚫ 脱炭素化燃料製造における製油所処理技術は専用装置による「単独処理」と既設装置を
利用した原油との「共処理」がある。どちらもカーボンニュートラルに向けた重要な技術

⚫ トランジション先導モデルの検討では脱炭素化燃料製造として「共処理」を中心に検討する

◆ 技術的理由：共処理の方が早期導入や製品供給や品質の安定化に資する可能性が高いなどの
利点がある。その一方で既存アセットによる混合処理率向上など、各社共通となる技術課題として
取り組むべき開発要素がある。なお原料の前処理技術等は共通（下表参照）

表 共処理と単独処理（改造・新設）比較

◆ その他理由：SAF製造において共処理技術が活用しやすい状況になってきている
• ASTM規格変更へ：現状の5％混合上限を30％へ。また混合可能な原料種の拡大
• ISCC等の認証制度によりマスバランス方式を利用可能に→SAFなどの特定の製品に得られた

カーボンオフセット全量を割り当て可能

　　　　　　　　　　　装置

　項目

共処理（Co-Processing）

（既存アセット利用）

単独処理

（製油所装置改造・専用装置）

単独処理

（新設・専用装置）

　●設備投資 低い 中程度 高い

　●導入リードタイム 短い 少し必要 かなり必要

　●原料の製品へのトレース
混合処理のため難しい

⇒マスバランス方式等の認証制度の活用の可能性
100％処理のため容易 100％処理のため容易

　●CO2削減効果 大きい 大きい 大きい

　●原料に関する検討課題

　●全製品の安定供給性 単一製油所で需給調整対応※1
製油所のグループ連携による

需給調整対応

製油所のグループ連携による

需給調整対応

　●原料多様化への対応
原料の質的変化の対策において

影響緩和効果も期待できる※1
原料の質的変化に対策が必要 原料の質的変化に対策が必要

　●技術開発の必要性

ライセンサーやエンジ会社のサポー

トに限界があり、製油所側での対応

も必要

改造に関しての技術開発が行われて

おり、ライセンサーやエンジ会社で

のサポートが可能

専用装置の技術開発が行われてお

り、ライセンサーやエンジ会社での

全面的なサポートが可能

　　※1：共処理する原油を量的・質的バッファーにした対応が可能なため

原料確保、油化技術、前処理はいずれも共通課題
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（参考）共処理に関する海外動向（欧州）
⚫ 欧州で脱炭素化燃料製造において共処理で対応する製油所が多くみられる（下

表）。現状における原料の混合比率は5％程度。今後の対策技術として40％程
度までの混合処理も考えられている。

⚫ 共処理における脱炭素化原料の混合処理の制約は、腐食、スラッジ、コークである。

⚫ 欧州での製油所での対応において、大きくは以下の2ケース。いずれにおいてもサプ
ライチェーンを含めた課題として考える必要がある。
➢ Case１：原料受け入れ、前処理を別会社で行い、後処理、製品化を製油所で行う。

➢ Case2：原料受け入れ、前処理、後処理、製品化までのすべてを製油所で行う。

Repsol社の例（Case1）

共処理で対応する製油所例 単独処理で対応する製油所例

　Preem (スウェーデン) 　Neste(フィンランド)

　Exxon Mobil (オランダ) 　Eni (イタリア(ベニス))

　Bp (スペイン, アメリカ） 　Eni (イタリア(シシリア))

　Phillips 66 (イギリス) 　・・・他

　Total Energy (フランス)

　Eni(イタリア(タラント))

　Litvinov Refinery (チェコ)

　OMV Petrom  (ルーマニア) 

　Galp (ポルトガル) 

　Cepsa, Repsol （スペイン）

　・・・他

欧州における脱炭素化燃料製造における製油所の対応
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3.製油所での脱炭素化燃料製造の実証

前
処
理
技
術

油
化
技
術

原
料
確
保 脱炭素化燃料製造技術

赤字：検討が必要な項目

⚫ 脱炭素化燃料製造としてバイオマス・廃棄物、廃プラ等を原料とした「共処理」技術につい
て、サプライチェ―ン構築の視点も考慮した製油所転換として、「トランジション先導モデル」
の実証を進める。

⚫ これによりさらに具体的なボトルネックとなる課題を洗い出し、さらにその技術開発を進める。
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これらトランジション先導モデルの検討に向けては多くの課題があるが、大きくは「原料サプライ
チェーンの課題」「脱炭素化燃料製造技術の課題」「制度面の課題」が挙げられた。それぞれの
現時点で考えられる課題の内容は以下の通り

トランジション先導モデルに向けた課題

１. 原料サプライチェーンの課題
（１）カーボンニュートラルに資する原料確保

a. 難処理原料の前処理技術の開発
・バイオ系：セルロース、リグニン系等
・廃プラ系：腐食性・難分解性
（PVC、PET等）
b. 合成燃料の確保
・CO2回収（CCS,DAC）
・電解合成技術の開発

（２）CO2フリー水素の確保
・再エネ電力の確保、電気分解技術開発に
よるグリーン水素確保

・海外水素サプライチェーン構築
・水素供給に関わる規制緩和

（３）燃料製造サイドの受入れ規格の検討

（４）原料・製品貯蔵施設の対応
タンク設置（あるいは転用）コスト、
オペレーション複雑化への対応等

２. 脱炭素化燃料製造技術の課題
（１）原料の変化に対し、製品の品質や留分バランス

を調整する技術
a. 分子構造解析技術
b.シミュレーション技術（デジタルツイン技術）

（２）安全・安定生産阻害要因対策
a. 腐食性
b.発熱対策
c.水分、湿潤対策

（３）運転管理上の影響把握
a. プロセス上対応可能な受入れ規格
b.非製品ガス、分解ナフサ等

税制面に影響のある得率への影響

３. 制度面の課題
（１）脱炭素化製品としての単独処理、単独供給が

求められるのか、化石燃料との混合を許容し
マスバランス方式が採用できるか

（２）コスト増（原料、製造、輸送・販売）、
に対する制度面での措置

（３）CO2削減貢献度に対する評価制度
（４）設備の改造・新設時の規制緩和
（５）水素供給に関わる規制緩和


	スライド 1: カーボンニュートラル社会に向けた 製油所転換シナリオ検討 ～製油所転換に向けた技術開発～
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20

